
令和５年度 

 

第２回 吉井地域振興協議会 次第 

 

日  時：令和６年１月２２日（月） 

午前１０時３０分～ 

場  所：吉井支所２０１・２０２会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 挨 拶 

 

３ 議 事 

(１)吉井地域に関わる事業報告について          資 料 １  

 

(２)吉井地域のまちづくりに関する意見について  資 料 ２ 

 

４ 連絡事項 

  

５ 閉 会 

 

<配布資料> 

 

資 料 １ 吉井地域に関わる事業報告一覧 

 

  資 料 ２ 吉井地域のまちづくりに関する意見一覧 

 

参考資料 令和４年度 高崎市決算の概要について 

 

 

 

 



 



 

 

資 料 1 

 

 

 

吉井地域に関わる事業報告一覧 
 

 

ページ 事 務 事 業 名 
担 当 課 名 

（ 支  所 ） 

1 多胡碑周辺遺跡事業 教育部文化財保護課 

3 高崎神流秩父線バイパス（矢田工区）道路事業 
都市整備部都市計画課 

（吉井支所建設課） 

5 里山元気再生事業 
農政部農林課 

（吉井支所産業課） 

7 移住・定住促進対策 

総務部企画調整課 

（吉井支所地域振興課） 

建設部建築住宅課 

（吉井支所建設課） 

8 災害対策事業 
総務部防災安全課 

（吉井支所建設課） 
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事務事業名 多胡碑周辺遺跡事業 
所属 

（支所） 
教育部文化財保護課 

実施期間 平成２３年度～全期 事業の種類  

 

【事業概要】 

対 象 遺跡の範囲確認、史跡指定地の公有地化 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

古代多胡郡に関する遺跡の広

がりを確認し、国指定史跡上野

国 多 胡 郡 正 倉 跡 （令 和 ２年

３月 １０日指定）を適切に保護す

る。 

発掘調査により多胡郡に関する

遺構を確認する。また、上野国

多胡郡正倉跡を後世に伝えて

いくため、史跡地の公有地化を

進める。 

発掘調査対象地 45ヘクタール 

 

指定面積 3.3ヘクタール 

平成23年度～ 範囲確認調査 

平成30年度 調査報告書刊行 

令和３年度～ 公有地化 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計 54,248  48,693 ・多胡碑南東地区及び多胡碑隣接地区の発掘調査 

・史跡地の公有地化（２年目） 
国 41,412 36,887 

県 3,634 3,267 

地方債 6,100 5,400 

その他 0 0 

一般 3,102 3,139 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計 62,168 ・多胡碑南東地区及び多胡碑隣接地区の発掘調査 

・史跡地の公有地化（３年目） 
国 43,825 

県 3,795 

地方債 6,500 

その他 0 

一般 8,048 

 



多胡碑周辺遺跡事業地を示す図 

 

 

 

 

 

多胡碑西地区 

多胡碑 

多胡郡正倉跡 

岡地区 

多胡碑隣接地区 

（令和５年度調査予定地） 

多胡碑南東地区 

（令和５年度調査予定地） 
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事務事業名 高崎神流秩父線バイパス（矢田工区）道路事業 
所属 

（支所） 

都市整備部都市計画課 

（吉井支所建設課） 

実施期間 平成 29 年度～令和 11 年度 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

多胡橋から国道 254 号川内交差

点間の交通渋滞を緩和するため

バイパス整備を行う。 

また、平成 30 年度に開通した国

道 254 号バイパスへのアクセスを

容易にし、交通の円滑化を図り、

吉井地域の発展に寄与する。 

地域ニーズを反映した公共事業

として、説明会やアンケート調査

を実施して、地域住民とともに道

路計画を策定した。 

今後、用地買収・用地補償を行

い、工事を進めていく予定。 

全体延長 L＝2,612ｍ 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計 1,190,000 1,190,000 ・多胡橋下部工（P1、P2 橋脚）工事着手 

・用地買収 11,483 ㎡ 

・用地測量 一式 

・用地調査 一式 

国 654,500 654,500 

県 535,500 535,500 

地方債   

その他   

一般   

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計 840,000 ・多胡橋下部工（P1、P2 橋脚）継続工事 

・多胡橋下部工（A1 橋台、P3 橋脚）工事着手 

・用地買収 7,429 ㎡ 

・用地補償 15 件 

・用地調査 一式 

 

国 462,000 

県 378,000 

地方債  

その他  

一般  

 



高崎神流秩父線バイパス（矢田工区）道路事業 案内図 
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事務事業名 里山元気再生事業 
所属 

（支所） 

農政部農林課 

(吉井支所産業課) 

実施期間 平成 25 年度～全期 事業の種類 ソフト事業 

 

【事業概要】 

対 象 有害鳥獣の住みかになっている竹やぶ、篠やぶ等。 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

地域の皆さんが自分たちで竹や

ぶ等を刈り払い緩衝帯を設け、野

生鳥獣が出没しづらい環境を整

備する。里山の下草刈り等を行

い、里山の保全、再生を図る。 

有害鳥獣による農作物被害への

対策として、鳥獣の住みかとなっ

ている竹やぶや里山などを整備

する地域団体やボランティア団体

の活動を支援するもの。 

本市独自の支援制度として平成

25 年度から始めた事業。 

１団体当たり 30 万円を上限。 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計 788 788 ・塩地区、里山再生整備事業 実施面積 2,100 ㎡ 

・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,200 ㎡ 

・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,200 ㎡ 
国   

県  131 

地方債   

その他   

一般 788 657 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計 300 ・塩地区、竹やぶ等整備事業 実施面積 1,050 ㎡ 

国  

県  

地方債  

その他  

一般 300 

 



吉井支所

吉井IC

上信越自動車

国道254BP

国道254

自衛隊吉井弾薬支処

令和５年度事業地区

令和４年度事業地区

群馬県略図

吉井地域

塩地区
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事務事業名 移住・定住促進対策 
所属 

（支所） 

総務部企画調整課 

（吉井支所地域振興課）

建設部建築住宅課 

（吉井支所建設課） 

実施期間 
・移住促進資金利子補給金制度：平成 28 年度～ 

・空き家緊急総合対策事業：平成 26 年度～ 

・住環境改善助成事業：平成 23 年度～ 

事業の種類 ソフト事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

吉井・榛名・倉渕地域の人口減少

対策として、同地域の移住・定住

を促進する。 

・移住促進資金利子補給金

制度 

・空き家緊急総合対策事業 

・住環境改善助成事業 

・対象地域内に移住・定住するた

めの住居取得に際して受けた融

資の利子 5 年分を、全額補給。   

・空き家の管理、活用を支援し吉

井地域への移住定住を促進。 

・住環境向上のため改修、修繕等

する場合に、かかる費用の最大

20 万円を助成。 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計 ― ― ・移住促進資金利子補給金制度 

市全体     交付件数   559 件 

吉井地域   交付件数   385 件 

・空き家緊急総合対策事業 

市全体     件数      192 件    

吉井地域   件数       17 件    

・住環境改善助成事業 

市全体     件数     794 件   

吉井地域   件数        66 件   

国 ― ― 

県 ― ― 

地方債 ― ― 

その他 ― ― 

一般 ― ― 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計 ― ・移住促進資金利子補給金制度 

予算 100,000 千円       市全体    件数 78 件（新規認定） 

                    吉井地域   件数 53 件（新規認定） 

・空き家緊急総合対策事業 

予算 120,000 千円       市全体    件数 197 件       

吉井地域   件数  13 件 

・住環境改善助成事業 

予算 122,000 千円       市全体    件数 648 件 

                           吉井地域   件数  48 件 

国 ― 

県 ― 

地方債 ― 

その他 ― 

一般 ― 
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事務事業名 災害対策事業 
所属 

（支所） 

総務部防災安全課 

（吉井支所建設課） 

実施期間 令和５年６月～令和６年６月 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象 吉井町吉井地区排水設備整備 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

令和元年台風 19 号により河川水

位が上昇し、内水を河川へ排水

することができず、家屋等の浸水

被害が発生した地域について、排

水施設を整備し、浸水被害の軽

減を図る。 

災害対策車と同等の排水能力を

持ち、設定水位を感知し、自動で

稼働する常設型のポンプ施設を

設置する。 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計    

国   

県   

地方債   

その他   

一般   

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計 120，212 ・用地買収 

 令和５年６月 

 

・測量設計業務（県との占用協議、測量、設計） 

 令和５年６月～１１月 

 

・排水施設整備工事 

令和５年１２月～令和６年６月 

国  

県  

地方債 120，212 

その他  

一般  
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吉井地域のまちづくりに関する意見一覧 

（回答あり） 

 

 

吉 井 支 所  地 域 振 興 課 

 

 

 

 

 

資料２ 



 



□吉井地域のまちづくりに関する意見 

内容区分 意 見 回  答 

「高崎市ヤングケアラー 

ＳＯＳ」について 

近年、ヤングケアラーは社会問題になってい

ますが、高崎市では「高崎の子どもは高崎市で

守る」という市長の強い思いから、高崎市ヤン

グケアラーＳＯＳ事業が創設され、全国に先駆

けて令和４年９月からサポーターの派遣が開始

され、一年が経過しました。 

ヤングケアラー本人が無自覚であったり、表

面化しにくい等、支援における課題もあると思

いますが、これはヤングケアラーを「介護力」

と見なさず、適切な福祉サービスにつなげよう

とする取り組みで、とても心強く思っておりま

す。 

現在の利用状況と課題、今後の対応などあり

ましたらお聞かせください。 

（伊東委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年１２月３１日現在でサポーターを

派遣した件数は３２件である。ヤングケアラ

ーは家庭におけるとてもデリケートな問題で

あり、支援が必要な子どもに速やかにサポー

ターを派遣することが困難な場合もある。粘

り強く訪問等を継続し、様々な角度から支援

につなげられるよう対応している。 

今後も学校教育課に窓口を設置している強

みを活かし、担当職員が担当指導主事と一緒

に学校に出向くなど能動的にヤングケアラー

の把握に努めていく。 

（学校教育課） 
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内容区分 意 見 回  答 

吉井中央公園の利用状況

について 

吉井中央公園が令和３年４月に一部オープン

してから２年が経ちましたが、遊具で遊ぶ子ど

もやウォーキングを楽しむ大人など、地域住民

の憩いの場として幅広い年代に愛される施設に

なっている様子がうかがえます。 

令和５年４月には野球場を含め全面開園とな

りましたが、現在までの利用状況はどうなって

いるのか。また、利用者から寄せられている声

や課題などがありましたらお聞かせください。 

併せて今後の管理運営の方針をあらためてお

聞かせいただければと思います。 

よろしくお願いいたします。 

（山﨑委員） 

吉井中央公園は、令和３年４月に部分開園

し、多目的広場グラウンドゴルフ利用者が令

和３年度３，８７９人、令和４年度４，１６１

人。同時に供用開始した遊具広場等について

も、子どもたちを中心に多くの方に利用され

ている。硬式対応の野球場が完成し、全面開

園となった令和５年度は、ボーイズリーグ主

催の日本少年野球高崎市長杯が開催される

等、令和５年１２月末時点で野球場利用

者４，９６０人、公園全体では４４，７９１人

の利用者となっている。 

全面開園により利用者が増加したことで駐

車場の不足が危惧されていたため、令和５年

度に駐車場の追加整備を進めている。 

また、当施設は終日開放型の防災公園とい

うことで、夜間管理についても配慮が必要と

考えている。現在、園内への周知標示及び監

視カメラ等で対応しているが、地域の方や利

用者の意見を伺いながら、地域密着型の安

心・安全な施設を目指して管理運営していく。 

（スポーツ課） 
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１

合　　　　  　　　計 ２,４００億４,２８８ ２,５８５億７,５５５ ２,４９６億４,２４９

後 期 高 齢 者 医 療 ５５億４,０９５ ５４億４,８０６ ５４億　 ７５２

農業集落排水事業 １億３,１７２ １億４,７４３ １億４,６６２

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億１,３８４ １億１,２２３ ９,６３０

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

８,９３２ １億１,３０４ ２,１４２

国民健康保険事業 ３４０億５,８０２ ３５５億３,３５２ ３５１億４,２７３

介 護 保 険 ３６０億８,９０３ ３６９億５,１４２ ３６１億　 １８９

一　　般　　会　　計 １,６４０億２,０００ １,８０２億６,９８５ １,７２７億２,６０２

特　　別　　会　　計 ７６０億２,２８８ ７８３億　 ５６９ ７６９億１，６４７

令和４年度高崎市決算の概要について

　令和４年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
　「一般会計」の歳入は１,８０２億６，９８５万円、歳出は１,７２７億２,６０２万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があり
ます。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位：万円）

区　　　　　分 当　初　予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出

参考資料



市 債 103億7,510万円 (5.8％)
地方消費税交付金 96億6,084万円 (5.4％)
繰 入 金 53億2,083万円 (2.9％)
繰 越 金 35億6,341万円 (2.0％)
使用料及び手数料 25億 100万円 (1.4％)
地方譲与税 13億 203万円 (0.7％)
法人事業税交付金 9億6,807万円 (0.5％)
地方特例交付金 4億6,148万円 (0.3％)
そ の 他 19億6,489万円 (1.1％)
＊歳入の「その他」は、寄附金、財産収入、
分担金及び負担金、配当割交付金、株式等譲
渡所得割交付金、環境性能割交付金、ゴルフ
場利用税交付金、交通安全対策特別交付金、
国有提供施設等所在市町村助成交付金、利子
割交付金です。

市 税
642億7,198万円

(35.6％)

【歳 入】

歳 入

1,802億6,985万円

国庫支出金

349億8,673万円
(19.4％)

地方交付税
144億2,756万円

(8.0％)

諸 収 入
195億2,193万円

(10.8％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

県支出金
109億4,403万円

(6.1％)



民 生 費

642億597万円
(37.2％)

総 務 費

181億5,445万円

(10.5％)

商 工 費

210億4,811万円
(12.2％)

教 育 費

139億1,900万円

(8.0％)

公 債 費

141億6,734万円
(8.2％)

衛 生 費

210億2,148万円

(12.2％)

歳 出

1,727億2,602万円

◎ 歳入決算額 １,８０２億６,９８５万円（Ａ）
歳出決算額 １,７２７億２,６０２万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ７５億４,３８３万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
及び事故繰越し繰越額の４億３,８６２万円を繰越し、さらに財政
調整基金へ４５億円積み立て、残りの２６億５２１万円を翌年度へ
の繰越金としました。

【歳 出】

土 木 費 116億8,436万円(6.8％)

消 防 費 47億 251万円(2.7％)

農林水産業費 28億7,689万円(1.7％)

そ の 他 9億4,590万円(0.5％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

構成比 伸  率 構成比 伸  率
％ ％ ％ ％

1 地 方 税 ６１９億８,２４０ ３３．４ △０.１ ６４２億７,１９８ ３５．６ ３.７

2 地 方 譲 与 税 １３億   ３０６ ０.７ １.７ １３億   ２０３ ０.７ △０.１

3 利子割交付金 ４,１０４ ０.０ △１７.６ ２,１７３ ０.０ △４７.１

4 配当割交付金 ３億３,３０６ ０.２ ５５.６ ２億８,１２６ ０.２ △１５.６
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ３億６,９２１ ０.２ ４１.７ ２億１,３８２ ０.１ △４２.１

6 法 人 事 業 税
交 付 金 ８億３,８７６ ０.５ ９３.６ ９億６,８０７ ０.５ １５.４

7
９１億６,９８５ ４.９ ９.３ ９６億６,０８４ ５.４ ５.４

8
１億１,９３６ ０.１ ２４.０ １億１,２４６ ０.１ △５.８

9
１億３,７８３ ０.１ １６.５ １億４,４２４ ０.１ ４.６

10
２,７４０ ０.０ △６.０ ２,７４３ ０.０ ０.１

11 地方特例交付金 １２億８,７９３ ０.７ １８６.０ ４億６,１４８ ０.３ △６４.２

12 地 方 交 付 税 １４９億４,７３１ ８.１ １１.４ １４４億２,７５６ ８.０ △３.５
普 通 交 付 税 １２９億   　８７ ７.０ １２.１ １２２億９,７７６ ６.８ △４.７
特 別 交 付 税 ２０億４,６４４ １.１ ７.１ ２１億２,９８０ １.２ ４.１

13
８,５２６ ０.０ △５.１ ７,７２２ ０.０ △９.４

14 分担金・負担金 ３億８,６８１ ０.２ △６.７ ３億６,０２６ ０.２ △６.９

15 使用料・手数料 ２５億５,０７１ １.４ ０.３ ２５億１,５０４ １.４ △１.４

16 国 庫 支 出 金 ３６８億５,０５０ １９.９ △４２.５ ３５１億５,９２０ １９.５ △４.６

17 県 支 出 金 １０９億９,４３３ ５.９ ０.２ １１０億４,０３４ ６.１ ０.４

18 財 産 収 入 ２億５,７６４ ０.１ ２８.５ １億７,３６６ ０.１ △３２.６

19 寄 附 金 ３億３,１７０ ０.２ ６.６ ３億８,６９９ ０.２ １６.７

20 繰 入 金 ５４億１,８３８ ２.９ ３８.０ ５３億２,１４４ ２.９ △１.８

21 繰 越 金 １８億９,２１２ １.０ ３６.６ ３６億２,８３３ ２.０ ９１.８

22 諸 収 入 ２２０億３,２６３ １１.９ △１９.６ １９４億１,２８２ １０.８ △１１.９
貸付金元利収入 １８４億７,８９１ １０.０ △２３.８ １５８億 　５２９ ８.８ △１４.５

23 地 方 債 １４０億９,５５０ ７.６ ５８.２ １０３億７,５１０ ５.８ △２６.４

１,８５４億５,２７８ １００.０ △１０.４ １,８０３億４,３２９ １００.０ △２.８合           計

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車税環境
性能割交付金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金

　　　　　年　度
区　分

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　入 （単位：万円）

令和３年度 令和４年度



構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２３０億９,９２３ １３.１ ３.４ ２３６億６,３５６ １３.７ ２.４

う ち 職 員 給 １３５億１,５４８ ７.６ ２.９ １３５億５,１１８ ７.８ ０.３

2 扶 助 費 ４４５億８,９６８ ２５.２ １９.８ ４２４億４,９７７ ２４.６ △４.８

3 公 債 費 １３６億４,２４９ ７.７ △０.５ １４１億６,７３４ ８.２ ３.８

4 物 件 費 ２３６億　 ２５２ １３.３ １７.４ ２３７億　 １３１ １３.７ ０.４

5 維 持 補 修 費 １６億８,３３７ １.０ ５３.９ １５億５,９１７ ０.９ △７.４

6 補 助 費 等 １９１億１,３５８ １０.８ △６５.７ ２１１億４,２６０ １２.２ １０.６

7 積 立 金 ４５億１,６７８ ２.６ １２１.９ ２０億６,５５８ １.２ △５４.３

8 投資・出資金

貸 付 金 １８２億６,５４０ １０.３ △２４.２ １５５億５,６８９ ９.０ △１４.８

う ち 貸 付 金 １８２億４,５９２ １０.３ △２４.１ １５５億３,７３８ ９.０ △１４.８

9 繰 出 金 １２６億１,６１２ ７.１ １.６ １２７億５,７８５ ７.４ １.１

10 普通建設事業費 １５６億２,３６４ ８.９ ２２.５ １５５億８,９２９ ９.１ △０.２

うち補助事業費 ９１億４,１３７ ５.２ ５５.２ ６６億７,０９９ ３.９ △２７.０

うち単独事業費 ６４億８,２２７ ３.７ △５.６ ８９億１,８３０ ５.２ ３７.６

11 災 害 復 旧 費 ７,１６３ ０.０ △８１.９ ５,４４７ ０.０ △２４.０

１,７６８億２,４４５ １００.０ △１２.４ １,７２７億　 ７８３ １００.０ △２.３

８６億２,８３３ ― ６６.２ ７６億３,５４６ ― △１１.５

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　出 （単位：万円）

　　　　　年　度
区　分

合      計

令和３年度 令和４年度



３ 　令和４年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

財 政 力 指 数
　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近いあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

財政調整基金
　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという年
度間の調整的な役割も果たします。

減 債 基 金
　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

実質公債費比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の標準財政規
模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

将来負担比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上になる
と財政の早期健全化を図ることとなります。

48億6,848 6億2,981

実 質 収 支
　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

132億5,558

減 債 基 金 46億5,372 20億8,940 7億2,406 12億5,097 15億2,401

積 立 金

現 在 高

財 政 調 整 基 金 65億6,213 78億5,171 47億1,052 79億8,846

そ の 他 51億2,703 40億6,496 59億1,735

財 政 力 指 数 0.825 0.792 0.560 0.826 0.950

将 来 負 担 比 率 29.5％ 59.3％ － 6.4％ 24.3％

実 質 公 債 費 比 率 4.2％ 8.2％ 4.4％ 5.5％ 6.0％

地 方 債 現 在 高1,473億5,135 1,526億5,772 362億　377 637億4,380 563億5,953

経 常 収 支 比 率 96.7％ 95.6％ 94.9％ 93.9％ 91.0％

実 質 収 支 比 率 8.3％ 6.6％ 10.0％ 6.9％ 7.2％

実 質 収 支 71億9,684 51億6,632 25億8,663 31億　315 32億9,042

歳 出 総 額 1,727億　783 1,553億8,927 492億1,188 803億5,402 884億9,210

（単位：万円）

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

歳 入 総 額1,803億4,329 1,617億9,200 522億4,384 837億7,218 932億1,806

人 口 （ R5.3.31 現 在 ） 368,109人 330,358人 103,976人 211,963人 222,196人


